
 

 

 

 

 

三 原 市 の 財 政 状 況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

平成 19 年度の予算編成状況及び平成 18 年度予算の補正・執行状況について 

 

Ⅰ 平成１９年度の予算の編成状況について 

  一般会計の予算は，総額 449 億 6,200 万円で，前年度に比べて 3.8％の減となってい

ます。 

 現在の社会経済は，企業収益の回復が設備投資の増加や雇用における所得の改善にも

波及し，消費，投資がバランスよく増加することが見込まれ，原油価格の高騰など内外

のリスク要因に留意する必要はあるものの，民間需要中心の自律的・持続的な経済成長

が実現すると見込まれております。 

しかし，雇用情勢は総体としては改善しつつも厳しさを残し，消費にも弱さが見られ

るなど，生活実感としての「回復感」は薄いのが実態であります。また地方自治体にお

いては，少子高齢化の進展や団塊の世代の大量退職などの社会状況の変化や地方財政制

度の変化による行財政環境の厳しさが増しております。 

このような状況の中，これまでに着手した事業を継続するとともに，一体的なまちづ

くりの姿を明確に形成するため，長期総合計画の着実な推進を念頭に置き，財源確保と

施策の選択と集中のもと，特に産業の活性化の維持促進と住民福祉の向上を重点とし予

算編成したものです。 

歳入歳出予算の概要は次のとおりです。 

歳入では，個人市民税が税源移譲並びに定率減税の廃止などの影響により，前年度比

25.7％の増，法人市民税も法人所得の動向などを勘案し，9.5％の増を見込み，市民税

全体においても 21.0％の増を見込んでいます。 

所得譲与税は，所得税から個人住民税へ税源移譲されますので廃止となっています。 

地方交付税は，地方財政計画をもとに，基準財政需要額及び基準財政収入額を推計し，

また地方財政対策の見直しによる，普通交付税の一部が臨時財政対策債に振替えられた

影響により 1.5％の減となり，交付税全体では，4.0％の減を見込んでいます。 

市債については，前年度当初比で 28.8％の減ですが，これは芸術文化センター事業費

の減額によるものです。 

歳出では,児童手当助成の加算や敬老優待乗車制度などの少子高齢化社会対策等の充

実，国際理解教育推進事業や芸術文化センター建設などの学校教育・社会教育の充実，

街路建設などの都市基盤整備，生活の安全・安心確保のための生活環境整備，農林水産

業の振興など農業生産基盤整備，環境保全と循環型社会の構築などの諸施策を着実に進

めます。 

特別会計は 22 会計で予算 385 億 2,116 万円で，前年度の当初比 3.9％の増となってい

ます。 

 



 

 平成１９年度 一般会計当初予算 (単位：千円) 

市債
 5,365,600

11.9%

その他  1,308,126
2.9%

諸収入  1,753,048
3.9%

繰入金，寄附金
2,200,267

4.9%

県支出金 2,391,158
5.3%

財産収入  511,617
1.1%

国庫支出金
4,007,636

8.9%
地方交付税
8,431,000

18.8%

地方消費税交付金
1,055,796

2.4%

市税
16,289,208

36.2%

分担金，負担金，
使用料，手数料

1,648,544
3.7%

　　　 歳　入
　
　44,962,000千円

     (100.0%)

その他  地方譲与税             639,040  (1.4%) 

          利子割交付金             37,991  (0.1%) 

          配当割交付金             53,445  (0.1%) 

          株式等譲渡所得割交付金   45,790  (0.1%) 

          ゴルフ場利用税交付金    108,930  (0.2%) 

          自動車取得税交付金      294,583  (0.7%) 

          地方特例交付金        102,046  (0.2%) 

          交通安全対策特別交付金   26,300  (0.1%) 

          繰越金                        1  (0.0%)  

自主財源
22,402,685

49.8%

依存財源
 22,559,315

50.2%

　　　　総　額
　
  44,962,000千円

     (100.0%)

 

 



 

民生費
12,205,672

27.1%

総務費
6,696,194

14.9%

その他　394,089
0.9%

議会費　414,440
0.9%

衛生費　2,484,397
5.5%

労働費　305,241
0.7%

農林水産業費　1,687,321
3.7%

商工費
1,420,440

3.2%

土木費
6,347,623

14.1%

消防費
1,757,362

3.9%

教育費
3,891,194

8.7%

公債費
7,358,027

16.4%

　目的別歳出

44,962,000千円

   (100.0%)

その他    災害復旧費          74,400  (0.2%) 

          諸支出金           289,689  (0.6%) 

          予備費              30,000  (0.1%)  

義務的経費
23,099,109

51.4%

投資的経費
7,857,535

17.5%

その他経費
14,005,356

31.1%

　　総　　額
44,962,000千円
   (100.0%)

 

 



 

その他
6,101,899

13.6%

投資的経費
7,857,535

17.5%

公債費
7,357,938

16.4%

維持補修費
624,290
1.4%

補助費等
2,759,472

6.1%

物件費
4,519,695

10.0%

扶助費
6,199,368

13.8%

人件費
9,541,803

21.2%

  性質別歳出

44,962,000千円

   (100.0%)

 

その他 

 積立金            30,545(0.1%)  

 出資金・貸付金  1,423,040(3.2%) 

繰出金       4,648,314(10.3%)

普 通 建 設 事 業 費 内 訳 ・ 前 年 度 比 較      （ 単 位 ： 千 円 ）  

補助事業費
3,437,691
（99.1）

補助事業費
3,470,376
（100）

単独事業費
4,052,668
（63.0）

単独事業費
6,434,752
（100）

負担金事業費
362,589
（105.2）

負担金事業費
344,829
（100） 受託事業費

4,587
（44.4）

受託事業費
10,337
（100）

                               

平成１８年度 

10,260,294 

(指数 100) 

平成１９年度 

  7,857,535 

(指数 76.6) 

      ※指数は平成１８年度を 100 とした場合の割合です。 

 



 

平成１９年度 特別会計当初予算 

（単位：千円）

107,900

82,070

128,760

142,920

81,730

562,180

72,270

143,020

205,020

73,850

138,200

102,400

87,210

138,070

130,650

50,650

543,600

73,690

147,540

186,290

45,240

148,550

3,962,420

4,228,750

財産区

国民健康保険(直診)

小型浄化槽事業

農業集落排水事業

漁業集落排水事業

公共下水道事業

土地区画整理事業

駐車場事業

港湾事業

簡易水道事業

公共用地先行取得事業

ｹｰﾌﾞﾙﾈｯﾄﾜｰｸ事業

18 19 

 
（単位：千円）

6,578,050

9,874,280

6,977,470

11,239,140

14,919,180

14,421,910

介護保険

老人保健医療

国民健康保険

（事業勘定） 

 



 

Ⅱ  平成１８年度予算の補正及び執行状況について 

 平成１８年度一般会計当初予算額は， 467 億 6,100 万円です。 

 その基本施策は，道路・街路の整備など，生活関連社会資本の整備を継続するととも

に，情報格差是正のための情報基盤整備，三原バイパス関連事業などの都市基盤整備を

推進しました。 

また，教育施設の充実，保健・医療を含めた高齢化社会への対応，生活環境の保全や

防災などの安全対策の強化あるいは，教育・文化の高揚等，快適な暮らしができるまち

づくりへの期待に応えるため，関連施策を推進し，その実現に向けて総合的な視点に立

って諸施策を実施してきたところです。 

 これら，当初予算に盛り込まれた諸施策のほかに，１８年度中に追加された補正予算

総額は， 3 億 9,652 万 7 千円です。 

 （次表「補正予算の概要」参照） 

 

 補正予算では，当初計画の事務事業を充実強化するものをはじめ，学校建設費（第五

中），災害復旧事業（農業施設・土木施設）などの補正が行われました。 

 これにより，平成１８年度の一般会計の予算総額は，前年度からの繰越明許費等 21

億 4,179 万 4 千円を加え， 492 億 9,932 万 1 千円となっています。 

 ３月末の歳出予算の執行割合は，70.7％です。これは，事務事業の終期が年度末に集

中し，その経費の経理を５月末までに整理することによるもので，５月末の出納閉鎖期

における予算の最終執行率は，前年度と同様 97～98％程度となり，平成１８年度の事務

事業の実質的な執行率は，ほぼ，100％で，所期の目的を達成すると見込んでいます。 

 歳入の３月末の執行割合は，76.3％で，最終的には予算計上額相当額の執行率を見込

んでいます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

補正予算の概要 

 一般会計補正予算の主なものは次のとおりです。 

・情報基盤整備事業費 3,798 万円 

・後期高齢者医療制度システム開発事業費 1 億 4,407 万円 

・生活交通路線維持費補助 2,631 万円 

・市営バス路線引継経費補助 1,040 万円 

・自立支援給付費 2,930 万円 

・社会福祉施設整備費補助事業費（保育所） 8,512 万円 

・生活保護費 9,927 万円 

・漁港利用調整事業費 △1 億 3,300 万円 

・まちづくり事業費（本郷駅前整備） 6,700 万円 

・街路建設事業費 9,450 万円 

・地方道路交付金事業費（街路） △ 3 億 1,754 万円 

・学校建設費（第五中） 1 億 800 万円 

・農林施設災害復旧費（現年単独） 2,000 万円 

・土木施設災害復旧費（現年補助） 5,770 万円 

・土木施設災害復旧費（現年単独） 1,840 万円 

・市債元金償還金 3 億 円 

・普通財産取得費 1,519 万円 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

特別会計予算の執行状況 

 公営企業（病院，水道，交通）を除く 22 の特別会計の当初予算は，370 億 7,185 万円

でありましたが繰越明許費 10 億 8,072 万 9 千円，補正額 10 億 8,215 万 1 千円を追加し，

予算総額は，392 億 3,473 万円です。 

 特別会計補正予算の主なものは次のとおりです。 

 

・土地区画整理事業特別会計 

街路建設費 △ 2,000 万円

 

・漁業集落排水事業特別会計 

漁業集落排水施設建設費 △ 1,600 万円

 

・国民健康保険（事業勘定）特別会計 

一般被保険者療養給付費 2 億 7,100 万円

退職被保険者等療養給付費 1 億 800 万円

一般被保険者高額療養費 4,000 万円

老人保健医療費拠出金 1,152 万円

介護納付金 1,348 万円

保険財政共同安定化事業拠出金 4 億 1,663 万円

 

・老人保健医療特別会計 

償還金 1,552 万円

繰上充用金 9,220 万円

 

・介護保険特別会計 

介護給付費準備基金積立金 1,398 万円

償還金 9,903 万円

３月末の特別会計（公営企業会計を除く 22 会計）の歳出予算の執行割合は，83.9％で

あり，歳入予算の執行割合は 76.4％であります。 

 

 

 



 

　平成１８年度予算の執行状況　一般会計　歳入(３月３１日現在)

37,635,907

4,888,120

1,064,700

1,589,821

1,574,510

3,700,002

679,094

831,363

8,964,955

14,287,101

49,299,321

5,138,424

8,983,300

1,628,218

1,049,280

2,158,136

4,683,158

684,215

1,241,745

56,241

8,978,878

14,753,967

合計

その他

市債

諸収入

繰入金

県支出金

国庫支出金

使用料，手数料

分担金，負担金

地方交付税

市税

予算現額

収入済額

　　　　　　(単位：千円)

76.3%

23.7%

収入済

収入未済

(96.8%)

(99.8%)

(67.0%)

(99.3%)

(79.0%)

(73.0%)

(5.4%)

(97.6%)

(11.9%)

(95.1%)

(76.3%)

 

 

 

 



 

平成１８年度予算の執行状況　一般会計　歳出（３月３１日現在）

34,838,944

996,468

6,953,781

3,276,718

1,622,613

4,234,516

1,198,906

963,099

1,989,943

8,197,443

5,405,457

49,299,321

1,168,561

7,370,054

4,298,460

1,832,967

7,064,443

1,374,744

1,697,895

2,433,532

11,803,377

10,255,288

合計

その他

公債費

教育費

消防費

土木費

商工費

農林水産業費

衛生費

民生費

総務費
予算現額

支出済額

(単位：千円)

70.7%

29.3%

支出済

支出未済

(52.7%)

(69.4%)

(81.8%)

(56.7%)

(87.2%)

(59.9%)

(88.5%)

(76.2%)

(94.4%)

(85.3%)

(70.7%)

 



 

　平成１８年度予算の執行状況　特別会計(３月３１日現在)

83.9

34.9

86.9

87.2

78.5

89.1

78.2

93.2

40.5

64.2

63.7

45.4

80.7

75.5

70.9

82.3

76.4

295.2

83.2

82.1

114.6

84.6

30.0

16.9

15.9

38.4

34.7

101.9

95.7

33.6

0.0

57.0

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100

合　　　　計     
(39,234,730千円)

財   産   区     
(   107,900千円)

介 護  保 険     
( 6,691,053千円)

老人保健医療     
(15,026,891千円)

国保（直 診）    
(  　82,070千円)

国民健康保険     
(10,747,357千円)

小型 浄化槽      
(   128,760千円)

農 集  事 業     
(   142,920千円)

漁 集  事 業     
(　　68,430千円)

公 共 下水道     
( 4,923,428千円)

土地区画整理     
(   670,701千円)

駐車場 事 業     
(    72,270千円)

港 湾　事 業     
(   150,408千円)

簡易水道事業     
(   210,492千円)

公共用先事業     
(    73,850千円)

ｹｰﾌﾞﾙﾈｯﾄ事業     
(   138,200千円)

（％）

歳入執行状況

歳出執行状況

　

 

 



 

Ⅲ  市債及び一時借入金の状況について 

(1) 市債の状況 

  市債（地方債）は，学校その他の文教施設，道路などの公共施設の建設や災害復旧

などで一度に多額の資金を必要とする事業を実施する場合，その財源に充てるため発

行が認められている長期の借入金です。 

  平成１８年度では，一般会計で総額 6 億  9,900 万円程度の元金の繰上償還を行い，

市債残高の縮減に努めました。 

  平成１９年３月末の市債の現在高（一般会計と特別会計の合計）は，826 億 3,885

万円で，対前年比 52 億 529 万円の減となっていますが，借入時期が出納閉鎖期の５月

に集中するため，１８年度末は，877 億 255 万円程度の現在高になる見込みです。 

(2) 一時借入金の状況 

  一時借入金は，歳出予算を執行するうえで，一時的な歳計現金に不足を生じたとき

に短期の借入を行って，その不足を補うためのものです。 

  平成１８年４月から平成１９年３月末まで，一般会計，特別会計での借入はありま

せん。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

Ⅳ  市民の税負担の状況について 

 平成１９年度当初予算における市税は，前年度の当初予算と比べて，14 億 724 万円 

（9.5％）の増を見込んでいます。 

 主なものとしては，個人市民税は,税源移譲や定率減税の廃止など，税制改正による影

響により,9 億 9,737 万円の増，法人市民税は，一部企業の増益など法人所得の動向等を

反映して 1 億 5,302 万円の増，固定資産税は，新増築により，2 億 4,727 万円の増を見込

んでいます。 

 平成１９年度当初予算における，市民一人当たりの税負担の状況は，次のとおりです。 

 

 

市民１人当たりの税別負担割合（平成１９年度当初予算）

市民税（法人分）
16,828円
10.9%

市民税（個人分）
46,435円
29.9%

固定資産税
75,492円
48.6%

軽自動車税　2,050円
1.3%

入湯税　220円
0.1%

市たばこ税　6,352円
4.1%

都市計画税　7,851円
5.1%

市民１人当たり

155,228円

 

 


